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【消費者問題に関する特別委員会】  

○不当景品類及び不当表示防止法の一部を改正する法律案（内閣提出第27号）

要旨 

本案は、最近における商品又は役務の取引に関する表示をめぐる状況に鑑み、

一般消費者の利益の一層の保護を図るため、前に課徴金納付命令を受けたこと

がある事業者に対して課す課徴金の額を加算する措置、不当景品類及び不当表

示防止法第５条の規定等に違反する疑いのある事業者が疑いの理由となった行

為に係る是正措置計画の認定を受けたときは当該行為について措置命令等の規

定を適用しないこととする措置等を講じようとするものであり、その主な内容

は次のとおりである。 

一 課徴金の納付を命ずる場合において、対象となる違反行為から遡り10年以

内に課徴金納付命令を受けたことがある事業者に対し、課徴金の額を加算す

ること。 

二 課徴金の計算の基礎となるべき事実を把握することができない期間におけ

る売上額を推計することができる規定を整備すること。 

三 事業者が所定の手続に沿って返金措置を実施した場合には課徴金を減額す

ることとする措置について、金銭による返金措置に加えて、当該返金措置の

対象となる消費者が承諾した場合に金銭と同様に使用することができる前払

式支払手段を交付することによる返金措置を可能とすること。 

四 不当表示に係る規定等に違反する疑いのある事業者が疑いの理由となった

行為についての是正措置計画を申請し、内閣総理大臣から当該是正措置計画

について認定を受けたときは、当該行為について措置命令及び課徴金納付命

令の規定を適用しないこと。 

五 故意に優良誤認表示及び有利誤認表示をしたときの直罰規定を定めること。 

六 適格消費者団体は、優良誤認表示の疑いのある表示を行う事業者に対し、

表示の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の開示を要請することができる

とともに、事業者は当該要請に応ずる努力義務を負うこと。 

七 内閣総理大臣は、外国執行当局に対し、その職務の遂行に資すると認める

情報の提供を行うことができるものとすること。 

八 措置命令等における送達制度を整備・拡充すること。 

九 この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して１年６月を超えな

い範囲内において政令で定める日から施行すること。 

 



－ 174 － 

（（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきであ

る。 

一 不当表示の抑止に係る実効性の観点から、本法の施行状況について不断の

評価を継続し、上乗せ課徴金算定率の導入、罰則導入等によって、不当表示

に対する十分な抑止力が働いたか否かを改めて評価し、抑止力が不十分と評

価された場合には、原則的な課徴金算定率の引上げ、課徴金対象期間の延長、

規模基準の引下げ、罰則の強化等について検討すること。また、業務停止命

令等が可能な特定商取引法の執行と連携し、表示違反行為に対して両法律を

適切かつ有効に活用すること。 

二 確約手続については、ガイドライン等により、確約手続を利用し得る事

案・事業者の対象範囲や、消費者に対し妥当な額を算定して返金することが

確約措置の十分性を満たすために有益であること及び確約手続の対象となっ

た事業者名・事案の概要を公表することを明確にすること。また、法改正後

にガイドライン等の詳細を速やかに明らかにすること。 

三 ステルスマーケティングを景品表示法第５条第３号の指定告示事項として

不当表示規制の対象に取り込んだ結果として、インターネットを始めとする

通信技術の発達により今後も生起しうる、消費者の自主的意思決定に不当な

影響を及ぼす表示について必要十分な抑止機能が働いているか否かにつき、

関連する消費者被害の発生状況・態様を継続して注視し、必要に応じて告

示・ガイドラインの変更を迅速・柔軟に検討していくこと。 

四 景品表示法検討会の報告書において中長期的に検討すべき課題と整理され

た課徴金の対象の拡大や、差止請求の範囲の見直しについて、指定告示に係

る表示の執行状況も注視しつつ、更なる検討を行うこと。また、同様に中長

期的に検討すべき課題と整理されたデジタルの表示の保存義務や、供給要件

を満たさない者への規制対象の拡大についても、「事業者が講ずべき景品類

の提供及び表示の管理上の措置についての指針」の取組状況も注視しつつ、

更なる検討を行うこと。 

五 返金措置による課徴金額の減額等については、事業者が行う返金措置の実

施方法が弾力化されたことに伴い、事業者に対し、金銭と同様に通常使用す

ることができるものに限られることを周知するとともに、事業者が提出する

返金措置計画を認定する際には、消費者庁は当該計画が適正なものであるか

否かについて厳正に判断を行うこと。 
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六 消費者裁判手続特例法第91条第１項により、内閣総理大臣が特定適格消費

者団体に対して提供できる書類として、景品表示法に基づく処分に関して作

成したものも提供できるよう、同法同条項の施行後の運用実態を踏まえ検討

すること。 

七 通信技術の発展により、今後もインターネット上での不当表示の増加が予

想されることから、消費者庁において景品表示法の運用に必要となる人員の

適正な配置を行い、十分な予算を確保するとともに、より一層、都道府県と

密接な連携をとること。 

八 広告・表示の適正化に向けた事業者団体や消費者団体等による自主的な取

組を促進するため、情報の提供を始め、財政的支援その他の必要な支援を行

うこと。とりわけ、景品表示法に基づく適格消費者団体の差止請求について

は、国・都道府県がなすべき行政処分を補完するものとして機能している社

会的実態を踏まえ、当該団体に対する財政的支援その他の必要な支援につい

て検討すること。また、本法により導入される適格消費者団体による開示要

請規定の施行状況を踏まえ、必要な場合には、更なる適格消費者団体の立証

負担の軽減策について検討を行うこと。 

九 外国の事業者から我が国の一般消費者に対して行う不当表示が増加する可

能性があることを踏まえ、厳正な執行の観点から、今後も国際化の進展に対

応する制度を整備・拡充すること。 

十 消費者が商品や役務の取引を行うに当たり判断の情報源となるデジタル広

告表示の保存に関し、消費者庁は事業者に対し「事業者が講ずべき景品類の

提供及び表示の管理上の措置についての指針」の更なる周知徹底に努めるこ

と。 

  


